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7 固定資産の価格に係る不服審査
　固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある納税者は、各市町村に設置されて
いる固定資産評価審査委員会に審査を申し出ることができます。この審査の結果、固定資産課
税台帳に登録された価格が固定資産評価基準に照らして不適当なものであることが認められる
と、固定資産課税台帳に登録された価格が修正され、税額が修正されることとなります。（ただ
し、土地の場合は税負担の調整措置を講じているため、価格が修正されても税額に影響がない
場合もあります。）

【固定資産税の評価における審査の申出制度等のフローチャート】

価格等の決定
（市町村長）

土地価格等縦覧帳簿
家屋価格等縦覧帳簿
の作成（市町村長）

土地価格等縦覧帳簿
家屋価格等縦覧帳簿

の縦覧

市町村長への審査請求
（賦課処分又は価格以外の

台帳登録事項）
（納税者）

毎年3月31日までに決定。ただし、
災害その他特別の事情がある場合にお
いては、4月1日以後に決定すること
ができます

価格決定後直ちに固定資産課税台帳登
録

価格決定後直ちに固定資産課税台帳に
登録すべき固定資産の価格等のすべて
を登録した旨を公示

（4月以降）

台帳登録の公示の日から納税通知書の
交付を受けた日後3か月を経過する日
までの間※１

ただし、正当な理由がある場合には、
それ以降においても審査の申出ができ
ます

申出を受けた日から30日以内に審査
決定
決定のあった日から10日以内に通知

審査委員会の決定に不服があるとき
は、その決定があったことを知った日
から6か月以内に決定の取消の訴えを
提起することができます※２

毎年4月1日から4月20日又
は当該年度の最初の納期限の日
のいずれか遅い日以後の日まで
の間
ただし、災害その他特別の事情
がある場合においては、4月2
日以後の日から、当該日から20
日を経過した日又は当該年度の
最初の納期限のいずれか遅い日
以後の日までの間を縦覧期間と
することができます

納税通知書の交付を受けた日の
翌日から起算して3か月を経過
する日までの間

固定資産課税台帳への登録
（市町村長）

台帳登録の公示
（市町村長）

納税通知書の送付
（市町村長）

固定資産評価審査委員会への
審査の申出（※価格のみ）

（納税者）

審査の決定
（審査委員会）

裁判所への決定の取消の訴え
（納税者）

※１�　地方税法第417条による修正通知の場合は、その通知を受け取った日から3か月を経過する日までの間が、審査申出期
間となります。

※２�　審査の決定を行った固定資産評価審査委員会ではなく、当該審査委員会が所属する市町村が被告（代表：固定資産評価審
査委員会）となります。
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【年度ごとの価格と審査の申出】

年度の区分土地・
家屋の区分

基準年度
（令和６年度）

第二年度
（令和７年度）

第三年度
（令和８年度）

基準年度（令和６年度）の賦
課期日（令和６年１月１日）
に所在する土地又は家屋

その土地又は家屋の基
準年度の価格

据置価格

据置価格

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※1

土地の修正価格※２

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※1

据置価格

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※1

土地の修正価格※２

土地の修正価格※２

据置価格

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※１

土地の修正価格※2

第二年度において新たに固定
資産税を課税されることとな
る土地又は家屋

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※１

据置価格

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※１

土地の修正価格※2

第三年度において新たに固定
資産税を課税されることとな
る土地又は家屋

その土地又は家屋に類
似する土地又は家屋の
基準年度の価格に比準
する価格※１

■�　赤太枠 に該当する場合には、審査の申出をすることができますが、それ以外の場合には審査の申出をすることができません。
※１　地目の変換、家屋の改築等によって基準年度の価格によることが適当でないと市町村長が認める場合。
※２�　土地について、第二年度、第三年度に地価の下落があり、価格を据え置くことが適当でないと市町村長が認める場合。
なお、土地の価格の修正を受けていない納税者は、本来修正の適用を受けるべきものであることを申し出る場合には、審
査の申出をすることができます。



49

【審査の申出と審査請求】
　固定資産の納税者が、固定資産課税台帳に登録された価格に不服がある場合においては、固
定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができます。また、固定資産課税台帳に登録さ
れた価格以外の事項、たとえば、課税の対象か否か、課税標準の特例が適用されるべきか否か
などの事項は、行政不服審査法に基づく審査請求の申出事項となります。

審査の申出 審査請求

根拠法律 地方税法第432条 行政不服審査法、地方税法第19条

不服の内容 固定資産課税台帳に登録された価格 「審査の申出」ができる事項（価格について
の不服）を除く固定資産税賦課決定

不服申立の
できる人

固定資産税の納税者で固定資産課税台帳
に登録された価格に不服のある方

固定資産税の賦課をされた方

申立期間 台帳登録の告示の日から納税通知書の交
付を受けた日後3か月を経過する日まで
の間

納税通知書の交付を受けた日の翌日から
起算して3か月を経過する日までの間

申出手続き 審査申出書の提出 審査請求書の提出

申立先 固定資産評価審査委員会 市町村長

訴訟の方式 ・審査の決定の取消しの訴え
・�出訴期間は、決定があったことを知っ
た日から６か月を経過する日までの間、
決定の日から１年を経過する日までの
間

・処分の取消し又は裁決の取消しの訴え
・�出訴期間は、処分又は裁決があったこ
とを知った日から６か月を経過する日
までの間、処分又は裁決の日から１年
を経過する日までの間


